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これまでの検討の経緯

○ 平成３０年の規制改革実施計画では、ネット同時配信に係る著作権等処理の円滑化のため、

総務省での検討結果を踏まえ、著作権制度の在り方について必要な見直しを平成３１年度中に
措置することとされた。

○ その後の規制改革推進会議ＷＧでは、専ら、レコード及びレコード実演に係る著作隣接権につ
いて放送（報酬請求権）とネット配信（許諾権）で取扱いに差異がある点の解消が議題とされて

おり、令和元年の第５次答申（フォローアップ）でも、「同時配信等に係る著作隣接権の取扱い

など制度改正を含めた権利処理の円滑化」が課題として言及されている。

○ 規制改革実施計画・第５次答申を受けて、総務省の「ネット同時配信に係る権利処理に関する
勉強会」で検討が進められ、令和元年１１月中旬に著作権制度を含めた課題を取りまとめ、文化
庁に対して検討を依頼（その通知において、規制改革推進会議での議論等を踏まえ、著作隣接権
の取扱いから検討に着手することが想定される旨が記載）。

○ 文化庁では、上記の流れを受けて、令和元年１２月から文化審議会で検討。総務省、放送事業
者（NHK・民放キー局）、著作隣接権関係団体、アウトサイダー（インディーズ及びネットク
リエイター）といった幅広い関係者からのヒアリングや、消費者団体やネットユーザーの代表、
著作権関係団体、ネット事業者、学識経験者も含めた委員間の集中的な議論を経て、令和２年２
月に「基本的な考え方」（制度整備の方向性）を取りまとめ。令和２年の３月の総務省勉強会で
も報告し、特段指摘なし。

同時配信に係る著作権等処理の円滑化のため、総務省放送コンテンツの製作・流通の促進等に関する検討委員会での検討結果を踏まえ、放

送事業者における具体的な同時配信の展開手法やサービス内容を勘案し、所要の課題解決を行う。その際、例えば、拡大集中許諾制度など，

放送に関わる著作権制度の在り方について、著作権等の適切な保護と公正な利用の促進とのバランスを図る観点から、新たな技術の進展など

も踏まえ、必要な見直しを行う。

同時配信等に係る著作隣接権の取扱いなど制度改正を含めた権利処理の円滑化について，関係者の意向を十分に踏まえつつ，運用面の改

善を着実に進めるとともに，制度の在り方についての必要に応じた見直しを本年度中に行うため，年度内早期に関係省庁で開始される具体

的な検討作業の状況について注視していく。



令和元年度文化審議会著作権分科会著作物等の適切な保護と利用・流通に関する小委員会の審議の経過等について（令和2年2月4日）
（別紙）「放送コンテンツのインターネット上での同時配信等に係る権利処理の円滑化（著作隣接権に関する制度の在り方を含む）」に
関する基本的な考え方（審議経過報告） 抜粋

下記の４項目の考え方に沿って、関係者（事業者と権利者の双方）の意向を十分に踏まえつつ、より具体的な検討を早急に進める必要がある。

１．検討の射程・優先順位

○ 規制改革推進会議における議論や総務省から文化庁に対する通知の内容、それらの背景にある「放送とインターネット配信で著作権法上の権利の在り方に差異があ

ることで権利処理がより困難となっている」という問題意識を踏まえ、①レコード及びレコードに録音された実演並びに映像実演の利用円滑化（著作隣接権の取扱

い）（下記３．に記載した現行規定の拡充を含む）から検討に着手することとしつつ、②その他の課題（著作権の取扱いを含む）についても、放送事業者からの

要望が強いことを踏まえ、その緊急性・重要性に応じて、継続的かつ総合的に検討を行うこととする。

○ 特に、①については、間もなくNHKによる（常時）同時配信が開始されることも踏まえつつ、来年度早期から具体的な検討を進め、可能な限り早急に結論を得る必

要がある。

○ 総務省における取りまとめ内容等を踏まえ、いわゆる放送の同時配信に限らず、一定期間のなかでリニア放送と意図して時間をずらし配信するものや、その一定期間終

了後に再活用する配信などを含め、放送コンテンツのインターネット配信に係る事業者の多様なニーズ（将来的な事業の見通しを含む）に対応した措置を検討することと

する。

○ まずは、権利情報を集約したデータベースの充実・利便性向上、著作権等管理事業者による集中管理の促進など、運用面の改善を着実に進めることとする。

○ それと並行して、いわゆるアウトサイダーへの対応など、同時配信等を円滑に行う上でボトルネックになる課題、すなわち、運用面の改善では対応し切れないと考えら

れる課題の解決に資するような法整備を検討することとする。

○ その際、放送等にのみ適用される現行規定（例：第38条第3項（営利を目的としない公の伝達）、第40条第2項（行政機関における演説等の利用）、第68条

（著作物の放送に当たっての裁定））を放送の同時配信等に拡充することについても、個々の規定の趣旨や見直しが権利者に与える影響の程度等に留意しつつ、併せ

て検討を行うこととする。

○ 新たな法整備の検討に当たっては、既に形成されているライセンス市場又は形成される見込みの高いライセンス市場を阻害しないよう十分に注意するとともに、権利

者の利益保護について適切な配慮を行う必要がある（例：仮に新たな権利制限規定の創設を行うとした場合の補償金請求権の付与など）。

○ その際、サービスの実態に応じた適正な対価とすること（補償金の決定方法を含む）や、様々な権利者が適正な対価を受け取れるようにすること（補償金の適切な分

配の在り方を含む）にも十分に留意する必要がある。

２．対象とするサービスの範囲

３．権利処理の円滑化のための手法

４．権利者の利益保護への配慮

（※）民放テレビ事業者の多くは放送の同時配信等を本格実施しておらず、民放テレビ事業者が行う同時配信等サービスの具体像は明確になっていないため、多様かつ柔軟な同時配信等サービスの可能性が担保でき
るように留意して検討する必要がある。

（※）いわゆる「ウェブキャスティング」については、放送コンテンツのインターネット上での同時配信等とは、背景となる制度や実施主体、権利処理に当たっての課題、権利者に与え得る影響、サービス・コンテンツの多様性
（内容面の規制がない）や課題の緊急性等に差異があり、一律に取り扱うことは難しいと考えられる 。ただし、いずれも国際条約に定める公衆への伝達に該当する点で共通していること、広く一斉にコンテンツを伝達す
る手段として国民のニーズに応える重要な役割を担っていることも踏まえながら、「ウェブキャスティング」に係る権利処理の円滑化も視野に入れつつ、検討を進めることとする。

（※）なお、いわゆる「レコード演奏権」については、本件とは問題の所在も関係する事業者も大きく異なる一方で、公衆への伝達に関わる権利の取扱いという点では共通性もある。こういった点も踏まえながら、別途、
今後の取扱いを検討することが適当である （レコード演奏権に関する検討・調整に時間を要することで、本件への対応が遅れることは避けるべきである）。
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放送とネット配信に係る著作権制度①（現状・課題）

放送
放送のインターネット配信

同時配信 追っかけ・見逃し配信など

著
作
権

著作物

著
作
隣
接
権

レコード
実演

レコード

映像実演

許諾権（第23条第１項）

許諾権
（第92条第１項）

※「公衆送信権」という放送と配信が一体化した権利となっており、
どこまでの利用について許諾を得るかは当事者が自由に決められる

許諾権（第92条の２第１項）

アウトサイダー（個別許諾）

アウトサイダー（個別許諾）

放送と同時配信等で
制度が異なる部分

※放送の許諾を得た場合は、
契約に別段の定めがない
限り、その後のリピート
放送が可能（報酬請求権）

（第94条）

報酬請求権
（第95条第１項）

報酬請求権
（第97条第１項）

放送と同時配信等で
制度は同じ

※実態上集中管理（実質的に報酬請求権）

アウトサイダー（個別許諾）

※放送の許諾を得た場合であっても、同時配信等には別途許諾が必要

許諾権（第92条の２第１項）

※実態上集中管理（実質的に報酬請求権）

許諾権（第96条の２）

※実態上集中管理（実質的に報酬請求権）
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放送とネット配信に係る著作権制度②（対応の方向性）

４

○「著作隣接権」については、「放送」の際には事前の許諾不要で、事後的

に報酬を支払えば良い一方で、「同時配信等」の際には事前の許諾が必要
となるといった制度上のズレが存在。

○この点、同時配信等についても権利の集中管理が進められており、集中

管理団体との包括許諾契約等により、円滑な利用が可能となっている。
（許諾権が、実質的に報酬請求権化している）

○他方、集中管理がされていない、いわゆる「アウトサイダー」の権利に

ついては、事前の許諾を得ることが困難な場合が多いなどの課題がある。

「アウトサイダーの権利」（レコード実演・レコード）について、例えば、
補償金付き権利制限規定を設ける（≒放送と同様、同時配信等についても
報酬請求権化する）ことなどにより、利用を円滑化することが必要。

（※）「著作権」については、「公衆送信権」という放送と配信が一体化した権利と
なっており、それをどのように区分して契約を結ぶのかは当事者間で自由に決める
ことができる（例：放送の許諾だけ得る、放送と同時配信の許諾をセットで得る）

（※）映像実演の取扱いや同時配信以外のサービスの取扱いについては今後要検討
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放送等にのみ適用される現行規定

①第38条第3項（営利を目的としない公の伝達）

⇒この権利制限規定によって、権利者の許諾なく、喫茶店等のテレビで
放送番組は見せられるが、同時配信等は見せられない

②第40条第2項（行政機関における演説等の利用）

⇒ この権利制限規定によって、権利者の許諾なく、国会などでの演説・
陳述を放送することはできるが、同時配信等することはできない。

③第68条（著作物の放送に当たっての裁定）

⇒ この規定によって、権利者との協議が整わないなどの場合には、放送
事業者は文化庁長官の裁定を受けて著作物を放送することができるが、
同時配信等に当たってこの仕組みは使えない。

○現行著作権法においては、例えば、下記のように、放送では可能なことが
同時配信等では不可能となっている規定が存在している。

○これらについても、個々の規定の趣旨や、見直しが権利者に与える影響の
程度等に留意しつつ、放送の同時配信等に拡充することを検討する必要。
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河島 伸子 同志社大学経済学部教授、東京大学未来ビジョン研究センター客員教授
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※印の委員については、放送のインターネット上での同時配信等に係る権利処理の円滑化（著作隣接権に関する制度の在り方を含む）
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著作物等の適切な保護と利用・流通に関する小委員会
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